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日本人口学会第 70 回大会 報告要旨 

 生物学的に考えると、パートナーを持つこと(結婚)は生きる上で非常な重要な戦略であり、

そこから人が幸せを感じても不思議ではない。本報告では主に結婚の幸福度に対する効果

を様々な状況別に分析する。 

結婚と幸福度の関係については多くの人々だけでなく、経済学者の興味・関心を集めてき

た。この点に関する数多くの研究の結果、結婚と幸福度は正の相関関係にあることが確かめ

られている(Frey and Stutzer 2002; Lucas and Clark 2006; 萩原 2012)。 

ここで次に疑問となるのは、どのような結婚の形だと幸せなのかといった点だ。結婚して

いる人の中でも、その直面する状況によって幸福度に差が生じていると考えられる。中には

独身者よりも幸福度がかなり高い場合もあれば、独身者とそこまで大きな差がない場合も

あるだろう。このような幸福度の格差、特に有配偶女性における幸福度の格差を分析するこ

とは、少子化との関連から重要となる。なぜならば、Margolis & Myrskylä (2015)で指摘さ

れるように、結婚期間中における女性の幸福度の変化はその後の出産確率に影響を及ぼす

ため、幸福度の低い有配偶女性の背景が明確になれば、新しい少子化対策につながる可能性

もあるからだ。 

そこで、本研究では日本の有配偶女性の幸福度の格差を生む背景について分析する。この

中で注目するのは、有配偶女性を取り巻く 2 つの変化だ。1 つ目の変化は、専業主婦の減少

である。我が国では結婚後に専業主婦になることが一般的であったが、バブル崩壊以降の長

期不況を受け、共働き世帯が持続的に増加した。この結果、専業主婦のいる世帯は大きく減

少している。このような働く妻の増加は、女性の幸福度にどのような影響を及ぼしたのだろ
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うか。性別分業役割意識が色濃く残っている我が国の場合、働く妻は仕事と家庭の 2 つの

負担を背負わなければならない。これに対して専業主婦の場合、仕事の負担はない。このた

め、働く妻と専業主婦の幸福度を比較すると、後者の方が前者よりも高いと予想される。こ

の結果、働く妻の増加は、幸福度を低下させる可能性が高い。しかし、ここで注意が必要と

なるのは、子どもの存在だ。子どもの養育には多くの時間が必要となり、その負担は妻に偏

ることが多い。この負担は幸福度にも影響すると考えられ、実際にいくつかの研究では子ど

もの存在によって女性の幸福度が低下することが指摘されている(萩原 2012；Lee and Ono 

2008)。このような子どもの有無を考慮した場合、専業主婦と働く妻の相対的な幸福度の大

きさに変化が生じ、専業主婦の方が必ずしも幸福度が高いわけではなくなる可能性がある。

この点についてはまだ検証されていないため、本研究によって実態を明らかにする。 

有配偶女性を取り巻く 2 つ目の変化は、妻の学歴下方婚の増加である。近年、OECD 諸

国における大学進学率の推移を見ると、多くの国において女性の大学進学率が男性の大学

進学率を上回っている。日本の場合、依然として男性の大学進学率の方が女性よりも高いも

のの、女性の進学率の上昇を受け、その差は大幅に縮小しており、OECD 諸国と同じトレ

ンドにある。この影響によって、夫よりも妻の学歴が高い学歴下方婚の夫婦が徐々に増えて

いる(福田ほか 2017)。このような学歴下方婚の妻は今後も増加する可能性が高いが、幸福

度にどのような影響を及ぼしたのだろうか。妻の学歴下方婚の増加は、家計内における妻の

経済的地位及び交渉力の向上につながるため、妻の主観的厚生を改善させると考えられる。

しかし、我が国の場合、性別分業役割意識が強く、男女間賃金格差が大きいため、夫よりも

学歴の高い妻が増加しても十分な就労機会を得ることができず、所得の向上につながらな

い恐れがある。また、妻の学歴下方婚の場合、夫の学歴が相対的に低いため、所得水準も低

くいと予想される。この結果、世帯所得が他の場合よりも低下し、妻の幸福度が抑制される

可能性がある。この点についてはまだ検証されていないため、本研究によって実態を明らか

にする。 

家計経済研究所の『消費生活に関するパネル調査』を用いた専業主婦と働く妻の幸福度に

関する分析の結果、次の 2 点が明らかになった。1 点目は、子どもの有無を考慮した結果、

最も幸福度が高かったのは、子どものいない専業主婦であった。次いで子どものいない働く

妻、子どものいる専業主婦、子どものいる働く妻の順に幸福度が高かった。この結果は、必

ずしもすべての専業主婦の幸福度が高いわけではなく、子どもがいる場合、専業主婦の幸福

度は子どものいない働く妻よりも低くいことを示している。2 点目は、バブル崩壊前後の学

卒によってサンプルを分割した結果、バブル崩壊後の方が子どものいる専業主婦が減少し、

子どものいない働く妻が増加していた。この構成比の変化が世代による幸福度の違いに及

ぼす影響を検証した結果、バブル崩壊後に増加した子どものいない働く妻は、幸福度を向上

させることがわかった。 

家計経済研究所の『消費生活に関するパネル調査』を用いた妻の学歴下方婚に関する分析

の結果、次の 2 点が明らかになった。1 点目は、学歴下方婚の妻ほど、その他の場合と比較



して、幸福度が低くなっていることがわかった。この背景には学歴下方婚の妻ほど世帯所得

が低いことや他の場合とほぼ同じ家事・育児負担を背負っていることが影響していると考

えられる。2 点目は、妻の学歴下方婚のどの組み合わせが幸福度低下の原因となっているか

を検証した結果、夫婦ともに学歴が低い学歴下方婚ほど、主観的厚生が低下していることが

明らかになった。 

以上の分析結果から明らかなとおり、結婚や子どもを持つことの幸福度は仕事の有無や

パートナーの学歴などと絡み合っている。Kageyama and Matsuura (2018) など先行研究に

あるように、子どもの幸福度に対する効果はやはり負であり生物学的なインプリケーショ

ンとは整合的ではない。今後とも、種々多様な状況において幸福度がどう変化するか、それ

が生物学的なインプリケーションと整合的か分析する必要がある。 
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